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                                       （百万円未満切捨て） 
 
１．2019 年３月期第２四半期（中間期）の連結業績（2018年４月１日～2018年９月 30日） 
 
(1)連結経営成績（累計）                        （％表示は、対前年中間期増減率） 
 経常収益 経常利益 親会社株主に帰属する 

中間純利益 
    百万円    ％ 

 
  

百万円    ％ 

 

百万円    ％ 

 2019年３月期中間期    22,038  （  11.2）      4,666  （   25.7）     3,097  （   27.7） 

2018年３月期中間期    19,819  （   6.5）      3,712  （  108.0）     2,425  （  111.8） 

（注） 包括利益 2019年３月期中間期 2,590百万円（ △30.2％） 2018年３月期中間期 3,710百万円（ 116.3％） 
 

 
１株当たり 
中間純利益 

業務粗利益 業務純益 

  円   銭  百万円    ％ 百万円    ％ 
     
     

2019年３月期中間期 4,995    97    13,685  （  12.6） 4,531 （   40.8） 

2018年３月期中間期 3,911    60    12,152  （   5.3） 3,218 （   75.7） 

 
 
(2)連結財政状態 

 総 資 産     E AE 純 資 産 E 自己資本比率 １株当たり 
純資産 

 百万円 

 

百万円 

 

％ 

         
         

円  銭 

2019年３月期中間期 2,795,224 87,796 3.07 138,752  29 

2018年３月期 2,651,162 87,444 3.23 138,380   69 

（参考）自己資本 2019年３月期中間期 86,026百万円 2018年３月期 85,796百万円 
（注）自己資本比率は、((中間)期末純資産の部合計－(中間)期末非支配株主持分)を(中間)期末資産の部合計で除して算
出しております。 
なお、本比率は、「銀行法第 14 条の２の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適
当であるかどうかを判断するための基準」（平成 18 年金融庁告示第 19 号）に定める自己資本比率ではありません。 
      
 

 預金残高 貸出金残高 有価証券残高 設備投資額 

 百万円 
 

百万円 
 

百万円 
         
         

百万円 
 2019年３月期中間期 2,308,671 1,638,373 730,556 1,346 

2018年３月期 2,219,324 1,596,376 672,244 3,682 

（注）設備投資額には、有形固定資産及び無形固定資産が含まれております。 
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※ 注記事項 

(1)当中間期における重要な子会社の異動(連結の範囲の変更を伴う特定子会社の異動)：無 

(2)中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無 

(3)会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ：無 

② ①以外の会計方針の変更        ：無 

③ 会計上の見積りの変更         ：無 

④ 修正再表示              ：無 

(4)発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 2019年３月期中間期 620,000株 2018年３月期 620,000株

② 期末自己株式数 2019年３月期中間期 0株 2018年３月期 0株

③ 期中平均株式数(中間期) 2019年３月期中間期 620,000株 2018年３月期中間期 620,000株
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（個別業績の概要） 
 
１．2019 年３月期第２四半期（中間期）の個別業績（2018年４月１日～2018年９月 30日） 
 
(1)個別経営成績（累計）                        （％表示は、対前年中間期増減率） 
 経常収益 経常利益 中間純利益 

 百万円    ％ 

 
  

百万円    ％ 

 

百万円    ％ 

 2019年３月期中間期 19,911 （  10.3） 4,242  （   23.9） 2,937  （   26.6） 

2018年３月期中間期 18,044 （   6.6） 3,423  （  110.9） 2,319  （  107.1） 

 

 
１株当たり 
中間純利益 

業務粗利益 業務純益 

  円   銭  百万円    ％ 百万円    ％ 

     
     

2019年３月期中間期 4,737  40   11,819   （  11.6）   4,103  （   40.2） 

2018年３月期中間期 3,741  19   10,595   （   5.1）   2,926  （   75.8） 

  
 

(2)個別財政状態 

 総 資 産     E AE 純 資 産 E 自己資本比率 
１株当たり 
純資産 

 百万円 
 

百万円 
 

％ 
         

         

円  銭 

2019年３月期中間期 2,778,613 85,793 3.08 138,376    06 

2018年３月期 2,635,028 85,729 3.25 138,273    42 

（参考）自己資本 2019年３月期中間期 85,793百万円 2018年３月期 85,729百万円 
（注）自己資本比率は、（中間）期末純資産の部合計を（中間）期末資産の部合計で除して算出しております。 
なお、本比率は、「銀行法第 14 条の２の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適
当であるかどうかを判断するための基準」（平成 18 年金融庁告示第 19 号）に定める自己資本比率ではありません。 
 

 預金残高 貸出金残高 有価証券残高 設備投資額 

 百万円 

 

百万円 

 

百万円 

         
         

百万円 

 2019年３月期中間期 2,308,972 1,638,373 732,577 995 

2018年３月期 2,219,325 1,596,376 674,285  2,626 

（注）設備投資額には、有形固定資産及び無形固定資産が含まれております。 

 

 
 

当社の連結業績は、日本の会計処理の原則ならびにその手続および表示方法（以下「会計原則」）に準拠
して作成しており、その会計原則は、当社の親会社であるソニー株式会社が開示する連結業績の準拠す
る米国の会計原則とは異なります。 
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中間連結財務諸表

（1） 中間連結貸借対照表

（単位：百万円）

資産の部

現金預け金 287,752 332,884

買入金銭債権 5,378 3,271

金銭の信託 21,000 21,000

有価証券 672,244 730,556

貸出金 1,596,376 1,638,373

外国為替 9,346 9,968

その他資産 52,372 52,048

有形固定資産 1,709 1,686

無形固定資産 5,652 6,000

繰延税金資産 138 313

貸倒引当金 △806 △877

資産の部合計 2,651,162 2,795,224

負債の部

預金 2,219,324 2,308,671

コールマネー及び売渡手形 96,000 121,280

売現先勘定 - 23,247

借用金 180,000 190,000

外国為替 228 112

その他負債 66,071 62,306

賞与引当金 769 435

退職給付に係る負債 1,243 1,274

睡眠預金払戻損失引当金 81 99

負債の部合計 2,563,718 2,707,428

前連結会計年度 当中間連結会計期間
（2018年３月31日） （2018年９月30日）
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（単位：百万円）

純資産の部

資本金 31,000 31,000

資本剰余金 21,000 21,000

利益剰余金 28,948 29,807

株主資本合計 80,948 81,807

その他有価証券評価差額金 6,037 5,165

繰延ヘッジ損益 △1,086 △850

退職給付に係る調整累計額 △103 △96

その他の包括利益累計額合計 4,847 4,219

非支配株主持分 1,648 1,770

純資産の部合計 87,444 87,796

負債及び純資産の部合計 2,651,162 2,795,224

（2018年３月31日） （2018年９月30日）
前連結会計年度 当中間連結会計期間
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（2） 中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書

　　　①中間連結損益計算書

（単位：百万円）

経常収益 19,819 22,038

資金運用収益 14,005 15,433

（うち貸出金利息） 8,457 8,627

（うち有価証券利息配当金） 5,510 6,771

役務取引等収益 3,138 4,169

その他業務収益 2,104 2,133

その他経常収益 570 301

経常費用 16,107 17,371

資金調達費用 3,923 4,032

（うち預金利息） 2,583 3,141

役務取引等費用 3,143 3,925

その他業務費用 49 106

営業経費 8,944 9,100

その他経常費用 46 206

経常利益 3,712 4,666

特別損失 81 15

固定資産処分損 81 15

税金等調整前中間純利益 3,630 4,651

法人税、住民税及び事業税 1,007 1,331

法人税等調整額 118 101

法人税等合計 1,125 1,432

中間純利益 2,504 3,218

非支配株主に帰属する中間純利益 79 120

親会社株主に帰属する中間純利益 2,425 3,097

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

（自　2017年４月１日  （自　2018年４月１日  

  至　2017年９月30日）   至　2018年９月30日）
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　　　②中間連結包括利益計算書

（単位：百万円）

中間純利益 2,504 3,218

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1,071 △871

繰延ヘッジ損益 127 236

退職給付に係る調整額 7 7

その他の包括利益合計 1,205 △627

中間包括利益 3,710 2,590

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 3,630 2,468

非支配株主に係る中間包括利益 80 122

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

（自　2017年４月１日  （自　2018年４月１日  

  至　2017年９月30日）   至　2018年９月30日）
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(3) 中間連結株主資本等変動計算書

　　前中間連結会計期間　（自　2017年４月１日　至　2017年９月30日）
（単位：百万円）

当期首残高 31,000 21,000 25,815 77,815 4,776 △ 1,338 △ 109 3,328 1,460 82,604

当中間期変動額

 剰余金の配当 -      -      △ 1,590 △ 1,590 -      -      -      -      -      △ 1,590

 親会社株主に帰属する
 中間純利益

-      -      2,425 2,425 -      -      -      -      -      2,425

 株主資本以外の項目の
 当中間期変動額（純額）

-      -      -      -      1,071 127 6 1,204 80 1,285

当中間期変動額合計 -      -      834 834 1,071 127 6 1,204 80 2,120

当中間期末残高 31,000 21,000 26,650 78,650 5,847 △ 1,210 △ 103 4,533 1,541 84,725

　　当中間連結会計期間　（自　2018年４月１日　至　2018年９月30日）
（単位：百万円）

当期首残高 31,000 21,000 28,948 80,948 6,037 △ 1,086 △ 103 4,847 1,648 87,444

当中間期変動額

 剰余金の配当 - - △ 2,238 △ 2,238 - - - - - △ 2,238

 親会社株主に帰属する
 中間純利益

- - 3,097 3,097 - - - - - 3,097

 株主資本以外の項目の
 当中間期変動額（純額）

- - - - △ 871 236 6 △ 628 122 △ 506

当中間期変動額合計 - - 859 859 △ 871 236 6 △ 628 122 352

当中間期末残高 31,000 21,000 29,807 81,807 5,165 △ 850 △ 96 4,219 1,770 87,796

非支配
株主持分

純資産
合計資本金 資本

剰余金
利益

剰余金
株主資本

合計
その他有
価証券評
価差額金

繰延ヘッ
ジ損益

退職給付
に係る調
整累計額

繰延ヘッ
ジ損益

退職給付
に係る調
整累計額

その他の
包括利益
累計額
合計

株主資本 その他の包括利益累計額

その他有
価証券評
価差額金

その他の
包括利益
累計額
合計

株主資本 その他の包括利益累計額 非支配
株主持分

純資産
合計資本金 資本

剰余金
利益

剰余金
株主資本

合計
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（4）中間連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円） 

前中間連結会計期間 
（自 2017年４月１日 

至 2017年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 2018年４月１日 
至 2018年９月30日） 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

税金等調整前中間純利益 3,630 4,651 

減価償却費 885 980 

貸倒引当金の増減（△） △84 70 

賞与引当金の増減額（△は減少） △351 △333

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 71 41

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △23 - 

睡眠預金払戻損失引当金の増減（△） 3 18 

資金運用収益 △14,005 △15,433

資金調達費用 3,923 4,032

有価証券関係損益（△） △208 1,365

金銭の信託の運用損益（△は運用益） △0 △0

為替差損益（△は益） △8,603 △13,684

固定資産処分損益（△は益） 63 29 

貸出金の純増（△）減 △19,694 △41,996

預金の純増減（△） 52,022 89,225

借用金（劣後特約付借入金を除く）の 
純増減（△） 

60,000 10,000

コールローン等の純増（△）減 △6,933 2,106

コールマネー等の純増減（△） 47,000 48,527

外国為替（資産）の純増（△）減 △3,177 △622

外国為替（負債）の純増減（△） 227 △116

資金運用による収入 15,109 15,709 

資金調達による支出 △3,778 △3,890

その他 △9,020 713

小計 117,055 101,396 

法人税等の支払額 △451 △1,506

営業活動によるキャッシュ・フロー 116,604 99,889 
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（単位：百万円） 

  
前中間連結会計期間 

（自 2017年４月１日 
至 2017年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 2018年４月１日 
至 2018年９月30日） 

 投資活動によるキャッシュ・フロー    

有価証券の取得による支出  △146,551 △137,156 

有価証券の売却による収入  39,386 23,558 

有価証券の償還による収入  57,937 62,462 

   金銭の信託の減少による収入  2,000 - 

有形固定資産の取得による支出  △266 △124 

無形固定資産の取得による支出  △808 △1,259 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △48,302 △52,519 

 財務活動によるキャッシュ・フロー    

劣後特約付借入金の返済による支出  △3,000 - 

配当金の支払額  △1,590 △2,238 

リース債務の返済による支出  △0 △0 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △4,590 △2,238 

 現金及び現金同等物の増減額(△は減少)  63,711 45,132 

 現金及び現金同等物の期首残高  180,581 287,752 

 現金及び現金同等物の中間期末残高  244,293 332,884 
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連結注記表 

 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

中間連結財務諸表の作成方針 

1. 連結の範囲に関する事項 

連結される子会社     ２社 

会社名  ソニーペイメントサービス株式会社 

SmartLink Network Hong Kong Limited 

非連結の子会社  該当事項はありません。 

2. 連結される子会社の中間決算日等に関する事項 

連結される子会社の中間決算日は次のとおりであります。 

９月末日 ２社 

 

会計方針に関する事項 

1. 有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券につ

いては原則として中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行なっ

ております。ただし時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動平均法による原価法により

行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

2. 金銭の信託の評価基準及び評価方法 

金銭の信託において信託財産を構成している信託財産の評価は、当社が当該信託財産を保有する場合と同じ方法に

より行っております。 

3. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

4. 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、定額法（当社及び連結される子会社の建物は、建物附属設備のみであります。）を採用し、

年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物   ８年～18年 

その他  ４年～20年 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、当社並びに

連結される子会社で定める利用可能期間（概ね５年）に基づいて償却しております。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス･リース取引に係る有形固定資産中のリース資産は、リース期間を耐用年数とした

定額法により償却しております。なお、残存価額については零としております。 

5． 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

当社の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計

士協会銀行等監査特別委員会報告第４号 平成 24年７月４日）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相

当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒
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実績率等に基づき計上しております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可

能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を計上しております。破

綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証によ

る回収可能見込額を控除した残額を計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査定を実施して

おります。 

連結される子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、

貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ計上してお

ります。 

(2) 賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間連

結会計期間に帰属する額を計上しております。 

(3) 睡眠預金払戻損失引当金 

睡眠預金払戻損失引当金は、一定の条件を満たし負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求  

に備えるため、過去の払戻実績に基づく将来の払戻損失見込額を計上しております。 

6. 退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当中間連結会計期間末までの期間に帰属させる方法については給

付算定式基準によっております。また、数理計算上の差異の費用処理方法は次のとおりであります。 

数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10～17 年）による定

額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理 

7. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

当社の外貨建資産・負債は、中間連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

連結される子会社の外貨建資産・負債については、それぞれの中間決算日等の為替相場により換算しております。 

8. 重要なヘッジ会計の方法 

金融資産・負債から生じる金利リスクのヘッジ取引に対するヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジ又は時価ヘッジによ

っております。 

固定金利の貸出金の相場変動を相殺するヘッジにおいては、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計

上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 24 号  平成 14 年２月 13 日。以下、「業種

別監査委員会報告第 24号」という。）に基づき一定の残存期間毎にグルーピングしてヘッジ対象を識別し、金利ス

ワップ取引をヘッジ手段として指定しております。 

短期固定金利の預金に係る予定取引のキャッシュ・フローを固定するヘッジにおいては、業種別監査委員会報告第

24 号に基づき一定の金利改定期間毎にグルーピングしてヘッジ対象を識別し、金利スワップ取引をヘッジ手段と

して指定しております。 

その他有価証券に区分している固定金利の債券の相場変動を相殺するヘッジにおいては、個別にヘッジ対象を識別

し、金利スワップ取引等をヘッジ手段として指定しております。また、外貨建て有価証券の為替変動リスクを減殺

するヘッジにおいては、個別にヘッジ対象を識別し、通貨スワップ取引をヘッジ手段として指定しております。こ

れらについては、ヘッジ対象とヘッジ手段に関する重要な条件がほぼ同一となるようなヘッジ指定を行っているた

め、高い有効性があるとみなしており、これをもって有効性の判定に代えております。 

9. 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、中間連結貸借対照表上の｢現金預け金」であります。 

10. 消費税等の会計処理 

当社並びに国内の連結される子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、

当社の有形固定資産等に係る控除対象外消費税等は、当中間連結会計年度の費用に計上しております。また、国内

の連結される子会社の有形固定資産等に係る控除対象外消費税等のうち、税法に定める繰延消費税等については、

主として、その他資産に計上し５年間で均等償却し、繰延消費税等以外のものについては、当中間連結会計年度の

費用に計上しております。 
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注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

1. 貸出金のうち、破綻先債権額は 155百万円、延滞債権額は 1,052百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息

の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金(貸倒償却を行った部分を除く。以下

｢未収利息不計上貸出金｣という。)のうち、法人税法施行令(昭和 40年政令第 97号)第 96条第１項第３号イからホ

までに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的

として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

2. 貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額はありません。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破

綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

3. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権は 756百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、

元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月

以上延滞債権に該当しないものであります。 

4. 破綻先債権額、延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は 1,963百万円であります。 

なお、上記１、３及び４ に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

5. ローン・パーティシペーションで、「ローン・パーティシペーションの会計処理及び表示」（日本公認会計士協会会

計制度委員会報告第３号 平成 26年 11月 28日）に基づいて、原債務者に対する貸出金として会計処理した参加元

本金額のうち、中間連結貸借対照表計上額は、7,199百万円であります。 

6. 担保に供している資産は次のとおりであります。 

  担保に供している資産 

有価証券      132,957百万円 

貸出金     350,681百万円 

  担保資産に対応する債務 

コールマネー    59,000百万円 

売現先勘定       23,247百万円 

借用金     180,000百万円 

上記のほか、内国為替決済、デリバティブ等の取引の担保として有価証券 9,961百万円を差し入れております。 

また、その他資産には、金融商品等差入担保金は 16,479百万円、保証金は 944百万円が含まれております。 

7. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約

上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これ

らの契約に係る融資未実行残高は、21,678 百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のものが 20,163 百

万円あります。 

8. 有形固定資産の減価償却累計額  1,487百万円 

9. 借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金 10,000百万円が含ま

れております。 

 

（中間連結損益計算書関係） 

1. 「その他経常費用」には、貸倒引当金繰入額 94百万円を含んでおります。 
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（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

1. 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

      （単位：千株） 

    
当連結会計年

度期首株式数 

当中間連結会計

期間増加株式数 

当中間連結会計

期間減少株式数 

当中間連結会計

期間末株式数 
摘要 

発行済株式  620 - - 620   

  普通株式 620 - - 620   

  種類株式 - - - -   

  合計 620 - - 620   

2．配当に関する事項 

(1) 当中間連結会計期間中の配当金支払額 

(決議) 
株式の 

種類 

 配当金の総額 

 （百万円） 

 １株当たり 

 配当額（円） 
基準日 効力発生日 

2018年５月 10 日 

取締役会 
普通株式 2,238 3,610円 2018年３月 31日 2018年６月 21日 

   (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの 

    該当事項はありません。 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  (単位:百万円) 

現金預け金勘定 332,884 

現金及び現金同等物 332,884 
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（金融商品関係） 

金融商品の時価等に関する事項 

2018 年９月 30 日における中間連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。なお、時

価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式は、次表には含めておりません（（注２）参照）。 

                         （単位：百万円） 

 
中間連結貸借 

対照表計上額 
時価 差額 

(1)現金預け金 332,884 332,884 - 

(2)有価証券            

満期保有目的の債券 187 187 0 

  その他有価証券 730,339 730,339 - 

(3)貸出金 1,638,373   

  貸倒引当金（*1） △874   

 1,637,498 1,810,721 173,223 

資産計 2,700,908 2,874,132 173,223 

(1)預金 2,308,671 2,309,292 620 

(2)借用金 190,000 189,917 △82 

負債計 2,498,671 2,499,209 537 

デリバティブ取引(*2)    

ヘッジ会計が適用されていないもの 2,767 2,767 - 

  ヘッジ会計が適用されているもの (10,467) (10,467) - 

デリバティブ取引計  (7,699)  (7,699)   - 

 

（*1）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 

（*2）その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。デリバティブ取引によって生

じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、（ ）で表示しておりま

す。 

 

（注 1）金融商品の時価の算定方法 

資  産 

（1）現金預け金 

時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

（2）有価証券 

債券及び投資信託は、取引所の価格又は取引金融機関等から提示された価格によっております。 

（3）貸出金 

貸出金は、貸出金の種類ごとに、将来キャッシュ・フローを見積もり、一定の割引率で割り引いて時価を算定して

おります。割引率は、LIBORベースのイールドカーブにリスクプレミアムとして一般貸倒引当金の引当率を加えた

利率を使用しております。 

 

負  債 

（1）預金 
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預金は、預金種別ごとに、将来キャッシュ・フローを見積もり、一定の割引率で割り引いて時価を算定しておりま

す。割引率は、LIBORベースのイールドカーブにリスクプレミアムとして当社の格付け別累積デフォルト率を加え

た利率を使用しております。 

（2）借用金 

借用金は、元利金の将来キャッシュ・フローを、LIBORベースのイールドカーブで割り引いて現在価値を算定して

おります。 

 

デリバティブ取引 

デリバティブ取引は、金利関連取引（金利スワップ）、通貨関連取引（為替予約、外国為替証拠金、通貨先渡、通貨

オプション、通貨スワップ）であり、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算出した価額又は取引金

融機関から提示された価格によっております。 

 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の中間連結貸借対照表計上額は次のとおりであり、金

融商品の時価情報の「資産（2）その他有価証券」には含まれておりません。  

区 分 中間連結貸借対照表計上額

（百万円） 

非上場株式（＊１） 29 

（＊１）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価

開示の対象とはしておりません。 

 

（有価証券関係） 

※中間連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「買入金銭債権」の中の信託受益権を含めて記載しております。 

1． 満期保有目的の債券 （2018年９月 30日現在） 

 種類 中間連結貸借 

対照表計上額 

(百万円) 

時価 

(百万円) 

差額 

(百万円) 

時価が中間連結貸借対照表

計上額を超えるもの 

社債 187 187 0 

小計 187 187 0 

時価が中間連結貸借対照表

計上額を超えないもの 

社債 - - - 

小計 - - - 

合計 187 187 0 
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2． その他有価証券 （2018年９月 30日現在） 

 種類 中間連結貸借 

対照表計上額 

(百万円) 

取得原価 

(百万円) 

差額 

(百万円) 

中間連結貸借対照表

計上額が取得原価を

超えるもの 

債券 140,254 134,483 5,770 

 国債 46,609 42,576 4,033 

 地方債 34,321 33,587 733 

 社債 59,323 58,319 1,003 

その他 225,480 220,787 4,692 

 外国債券 220,080 218,501 1,578 

 その他の証券 5,399 2,286 3,113 

小計 365,734 355,271 10,462 

中間連結貸借対照表

計上額が取得原価を

超えないもの 

債券 32,926 33,209 △282 

 国債 29,130 29,409 △278 

 地方債 - - - 

 社債 3,796  3,800 △3 

その他 334,949 337,336 △2,387 

 外国債券 331,677 334,065 △2,387 

 その他の証券 3,271 3,271 △0 

小計 367,876 370,546 △2,670 

合計 733,610 725,818 7,792 

 

（金銭の信託関係） 

1． その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（2018年９月30日現在） 

 中間連結貸借 

対照表計上額 

(百万円) 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

うち中間連結貸借

対照表計上額が取

得原価を超える 

もの（百万円） 

うち中間連結貸借

対照表計上額が取

得原価を超えない

もの（百万円） 

その他の金銭の信託 21,000 21,000 - -           - 

（注）「うち中間連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」「うち中間連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの」はそれぞれ「差額」の内訳であります。 

 

（１株当たり情報） 

1. １株当たりの純資産額 138,752円 29銭 

2. １株当たりの親会社株主に帰属する中間純利益金額 4,995円 97銭 
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「参考」 比較中間個別財務諸表

（1） 比較中間貸借対照表
（単位：百万円）

比較 (参考) 比較

（B-A） 　2018年３月期末(C） （B-C）

243,555 331,504 +87,949 287,332 +44,172

7,506 3,271 △4,235 5,378 △2,106

21,000 21,000 - 21,000 -

690,098 732,577 +42,478 674,285 +58,291

1,559,324 1,638,373 +79,048 1,596,376 +41,996

10,446 9,968 △478 9,346 +622

44,124 37,293 △6,830 37,103 +189

491 1,118 +627 1,204 △85

3,156 4,220 +1,064 3,808 +411

- 163 +163 - +163

△887 △877 +9 △806 △70

2,578,815 2,778,613 +199,798 2,635,028 +143,584

2,165,212 2,308,972 +143,760 2,219,325 +89,647

117,000 121,280 +4,280 96,000 +25,280

- 23,247 +23,247 - +23,247

160,000 190,000 +30,000 180,000 +10,000

336 112 △223 228 △116

51,693 47,789 △3,903 52,033 △4,243

352 351 △1 687 △335

878 966 +87 933 +32

65 99 +34 81 +18

16 - △16 9 △9

2,495,555 2,692,820 +197,264 2,549,299 +143,521

31,000 31,000 - 31,000 -

21,000 21,000 - 21,000 -

26,623 29,477 +2,854 28,778 +698

78,623 81,477 +2,854 80,778 +698

5,847 5,165 △681 6,037 △871

△1,210 △850 +360 △1,086 +236

4,636 4,315 △321 4,950 △635

83,259 85,793 +2,533 85,729 +63

2,578,815 2,778,613 +199,798 2,635,028 +143,584負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

利 益 剰 余 金

株 主 資 本 合 計

その他有価証券評価差額金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

純 資 産 の 部 合 計

資 本 剰 余 金

外 国 為 替

そ の 他 負 債

賞 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金

繰 延 税 金 負 債

負 債 の 部 合 計

（純資産の部）

資 本 金

借 用 金

外 国 為 替

そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

繰 延 税 金 資 産

貸 倒 引 当 金

資 産 の 部 合 計

（負債の部）

預 金

コ ー ル マ ネ ー

売 現 先 勘 定

貸 出 金

科　　目
2017年９月 2018年９月

中間期末(A) 中間期末(B)

（資産の部）

現 金 預 け 金

買 入 金 銭 債 権

金 銭 の 信 託

有 価 証 券
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（2） 比較中間損益計算書(自 2018年４月１日  至 2018年９月30日)

（単位：百万円）

18,044 19,911 +1,866 36,270

資 金 運 用 収 益 14,005 15,433 +1,428 28,344

（ う ち 貸 出 金 利 息 ） 8,457 8,627 +169 17,064

（ う ち 有 価 証 券 利 息 配 当 金 ） 5,510 6,771 +1,261 11,204

役 務 取 引 等 収 益 1,363 2,042 +678 3,298

そ の 他 業 務 収 益 2,104 2,133 +28 3,823

（ う ち 外 国 為 替 売 買 益 ） 1,846 1,861 +15 3,456

そ の 他 経 常 収 益 570 301 △268 804

14,620 15,668 +1,048 29,712

資 金 調 達 費 用 3,922 4,031 +109 7,730

（ う ち 預 金 利 息 ） 2,583 3,141 +557 5,322

役 務 取 引 等 費 用 2,925 3,665 +739 6,238

そ の 他 業 務 費 用 48 106 +57 109

営 業 経 費 7,676 7,659 △17 15,515

そ の 他 経 常 費 用 46 205 +159 118

3,423 4,242 +818 6,557

66 - △66 74

固 定 資 産 処 分 損 66 - △66 74

3,357 4,242 +885 6,482

918 1,198 +280 2,033

119 107 △12 △25

1,037 1,305 +267 2,007

2,319 2,937 +617 4,474

(参考）第２四半期損益計算書(自 2018年７月１日  至 2018年９月30日)
（単位：百万円）

9,199 10,188 +988

資 金 運 用 収 益 7,134 7,938 +803

（ う ち 貸 出 金 利 息 ） 4,264 4,318 +54

（ う ち 有 価 証 券 利 息 配 当 金 ） 2,851 3,601 +750

役 務 取 引 等 収 益 696 1,065 +369

そ の 他 業 務 収 益 892 1,081 +188

（ う ち 外 国 為 替 売 買 益 ） 860 866 +6

そ の 他 経 常 収 益 476 103 △373

7,328 7,978 +649

資 金 調 達 費 用 1,956 2,115 +158

（ う ち 預 金 利 息 ） 1,316 1,629 +312

役 務 取 引 等 費 用 1,504 1,815 +310

そ の 他 業 務 費 用 33 104 +71

営 業 経 費 3,824 3,882 +58

そ の 他 経 常 費 用 8 59 +50

1,870 2,209 +339

66 - △66

固 定 資 産 処 分 損 66 - △66

1,804 2,209 +405

625 782 +156

△70 △106 △35

554 676 +121

1,249 1,533 +283

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

四 半 期 純 利 益

経 常 収 益

経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 損 失

税 引 前 四 半 期 純 利 益

2019年３月期
比較
(B-A)

会計期間(A) 会計期間(B)

2018年３月期

第２四半期第２四半期

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

中 間 純 利 益

科　　目

税 引 前 中 間 純 利 益

科　　目
2017年９月 2018年９月

経 常 収 益

経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 損 失

(参考)

中間期(A) 中間期(B) 2018年３月期(B-A)

比較
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補足情報

（1）利鞘の状況 (単体)

（単位：％）
2017年９月中間期 2018年９月中間期

資金運用利回り ①

貸出金利回り

有価証券利回り

資金調達原価 ②

資金調達利回り ③

預金利回り

外部負債利回り

経費率

資金利鞘 ①－③

総資金利鞘 ①－②

（注）外部負債＝コールマネー＋借用金

（2）預金・貸出金の状況 (単体)

（単位：百万円、％）

期末残高 期中平残 利回り 期末残高 期中平残 利回り

預金

円預金

うち普通預金

うち定期預金

外貨預金

うち普通預金

うち定期預金

貸出金

住宅ローン

その他

（注）外貨預金の期中平残は、日々の外貨残高をその日の仲値により円換算したものを平均して算出しております。

（3）定期預金の残存期間別残高 (単体)

（単位：百万円）

残存期間 円定期 外貨定期 合計 円定期 外貨定期 合計

３カ月未満

３カ月以上６カ月未満

６カ月以上１年未満

１年以上２年未満

２年以上３年未満

３年以上

合計

（注）本表の預金残高には積み立て定期預金を含んでおりません。

0.97 0.89

0.32

1.12 1.13

1.08 1.06

1.66 1.88

0.30

0.24 0.27

0.01 0.02

0.71 0.67

0.79 0.82

0.15 0.24

2017年９月中間期 2018年９月中間期

2,165,212 2,136,685 0.24 2,308,972 2,263,662 0.27

1,800,542 1,782,722 0.11 1,909,841 1,862,428 0.09

666,432 649,642 0.00 759,136 722,131 0.00

1,133,665 1,132,600 0.18 1,149,708 1,139,304 0.16

364,669 353,962 0.86 399,131 401,233 1.10

172,280 174,276 0.25 166,615 176,548 0.38

192,334 179,637 1.46 232,434 224,612 1.66

1,559,324 1,551,008 1.08 1,638,373 1,618,089 1.06

1,477,932 1,465,413 1.01 1,574,800 1,548,816 0.98

81,392 85,595 2.27 63,572 69,273 2.71

2017年９月中間期末 2018年９月中間期末

281,278 115,813 397,092 286,976 131,620 418,596

424,506 39,501 464,007 424,682 46,842 471,524

245,817 29,894 275,711 239,516 41,798 281,314

36,608 4,268 40,876 45,857 9,701 55,559

14,188 2,853 17,041 17,963 2,460 20,423

52,488 3 52,491 50,666 11 50,677

1,054,888 192,334 1,247,222 1,065,662 232,434 1,298,097
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（4）格付別有価証券残高 (単体)

（単位：百万円、％）

格付け   期末残高     構成比   期末残高     構成比

AAA

AA

A

BBB

格付けなし

合計

（注） 1. 格付けについては、ムーディーズ・インベスターズ・サービス（Moody's）、S&Pグローバル・レーティング（S&P）、

  　　  　格付投資情報センター（R&I）、日本格付研究所（JCR）、フィッチ・レーティングス（Fitch）の５社の格付けを

　　　  　もとに、バーゼルⅢ標準的手法の基準により分類しております。

　　　 2．「格付けなし」の内訳は、投資信託5,399百万円及び子会社株式2,050百万円であります。

（5）資産査定の状況 (単体)

（単位：百万円）

2017年９月中間期末 2018年９月中間期末

債権の区分 金額 金額

破産更生債権及びこれらに準ずる債権

危険債権

要管理債権

正常債権

合計

（6）経費の状況 (単体)

（単位：百万円、％）

科目 金額  構成比 金額  構成比

人件費

物件費

 うち減価償却費

税金

合計

（7）役員数、従業員数の状況 (単体)

（単位：人）

2017年９月中間期末 2018年９月中間期末

役員

取締役

監査役

従業員

（注） 1. 取締役は社外取締役１名を含み、監査役は社外監査役２名を含んでおります。

　　　 2．従業員数は就業人員数です。

2017年９月中間期末 2018年９月中間期末

226,243 32.8 300,292 41.0

116,121 16.8 94,959 13.0

314,101 45.5 315,394 43.0

26,587 3.9 14,479 2.0

7,044 1.0 7,450 1.0

690,098 100.0 732,577 100.0

580 531

774 681

997 756

1,568,055 1,646,982

1,570,407 1,648,951

2017年９月中間期 2018年９月中間期

2,252 29.3 2,306 30.1

4,898 63.8 4,815 62.9

626 8.2 655 8.6

525 6.9 537 7.0

7,676 100.0 7,659 100.0

496 500

9 9

5 5

4 4
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